
１　環境活動推進事業 （１）

（２）

（３）

（４）

（５）

①水生生物調査

２　公害対策事業 （１）

（２）

（３）

（４）

３　廃棄物対策事業 （１）

（２）

③自動車リサイクル

４　温泉保護適正利用事業 （１）

５　そ　の　他 （１）

（２）

（３） 環境放射能の定点調査

環　　　境　　　課

　環境保全活動の推進、大気汚染・水質汚濁等の防止、廃棄物の適正処理とリサイクルの推進、温泉の適
正利用指導等を業務としている。

環境保全重点課題対策事業費補助金制度

やまなしエコティーチャーの派遣

山梨県地球温暖化対策実行計画

やまなしクールチョイス県民運動

環境教育

大気保全

①大気汚染防止のための規制

②大気汚染状況の常時監視

③光化学スモッグ緊急時対策等

水質保全

①水質汚濁防止のための規制

②浄化槽関係

③地下水資源保護及び地盤沈下防止対策

土壌汚染対策

ダイオキシン類対策

廃棄物の適正処理推進

温泉保護適正利用事業

公害等苦情対応

廃棄物対策連絡協議会の運営

①一般廃棄物関係

②産業廃棄物関係

リサイクルの推進

①容器包装リサイクル

②家電リサイクル

④建設リサイクル
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１　環境活動推進事業

（１）環境保全重点課題対策事業費補助金制度

75

75

（２）やまなしエコティーチャーの派遣

天然酵母ぱん蔵 ウッドガスストーブを作ろう

（３）山梨県地球温暖化対策実行計画

（４）やまなしクールチョイス県民運動

　県民、事業者、行政が環境意識を深め、環境に配慮した行動を実践し、環境問題の解決に向けた活動
ができるよう支援している。

　県内の市町村、一部事務組合、民間団体が実施する環境課題の解決に向けた事業に要する経費に対
し補助を行う。

令和２年度実績

申 込 者 事　　　　業　　　　内　　　　容 県補助額（千円）

身延町 緑のカーテンinみのぶ

合　　　計

　民間団体や学校等が開催する環境保全に関する研究会等へ県に登録している「やまなしエコ
ティーチャー」の派遣を依頼された際、講師謝金と旅費を負担することにより、環境保全活動の
推進を図ることを目的としている。

令和２年度実績

国際ソロプチミスト山梨‐南 海のない山梨県から「海ごみ」問題を考える

人類が直面する喫緊の課題である「地球温暖化問題」に対して県として積極的に取り組み、国の
京都議定書の目標達成に貢献するとともに、県民の健康で文化的な生活を確保するため、計画に
基づき、各種の取り組みを実施する。

地球温暖化が深刻さを増す中、地球温暖化対策のための国民運動「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ（賢
い選択）」に呼応し、県民一人ひとりが、日常生活の中で身近に出来る省エネの取り組みやエコ
活動など、地球温暖化対策に資する取り組みを賢く選択して実践する県民総参加の運動であり、
「山梨県地球温暖化対策実行計画」に基づく温室効果ガス排出量の削減目標の達成と、県民共有
の長期ビジョンとして掲げた「ＣＯ２ゼロやまなし」の実現を図ることを目的とする。

申　　　込　　　者 研　　　　修　　　　内　　　　容

富士川町立増穂小学校 町たんけんにでかけよう

富士川町立第五保育所 海のない山梨県から「海ごみ」問題を考える
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（５）環境教育

　①水生生物調査

　　（水質階級）
Ⅰ きれいな水
Ⅱ 少しきれいな水
Ⅲ きたない水
Ⅳ 大変きたない水

２　公害対策事業

（１）大気保全

　①大気汚染防止のための規制

　　身近な河川の水質汚濁の指標となる水生生物調査を小中学校や市町村とともに行い、水質
　汚濁の原因を考える機会として実施している。

令和２年度調査結果

実　施　主　体 調査河川 調査結果

　

　地域に生活する人々が快適に生活できるよう、生活環境を保全するため、公害関係法令に基づく届出
施設などに対し、監視・指導等を実施している。また、生活排水対策の一環として、浄化槽の適正管理
の指導を行っている。

　　大気汚染防止法等により「ばい煙」、「揮発性有機化合物」及び「粉じん」の排出抑制を行っている。

新型コロナウイルス感染症に係る状況を踏まえ、中止

条例指定工場の許可申請の受理・審査（鉛溶解炉を設置する工場、燃料の
総使用量1,500Ｌ/h以上の工場等）

届出施設等に対する立入検査、排出ガス測定及び指導

大気汚染防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例に基づく規制

（注）　  ＶＯＣとは、揮発性有機化合物（volatile organic compounds）をいう。
下線部については、森林環境部大気水質保全課で執り行っている。

届出施設等に対する立入検査及び指導

ＶＯＣ規制 ＶＯＣ排出施設の届出の受理・審査（塗装施設、洗浄施設等）

届出施設等に対する立入検査、排出ガス測定及び指導

粉じん防止 一般粉じん発生施設の届出の受理・審査（岩石等の破砕機・ふるい等）

特定粉じん発生施設の届出の受理・審査（石綿を処理加工する施設）

条例特定施設の届出の受理・審査（製綿施設）

特定粉じん排出等作業の実施の届出の受理・審査（石綿が使用されている
建築物等の解体・補修）

ばい煙規制 ばい煙発生施設の届出の受理・審査（ボイラー、焼却炉等）

条例特定施設の届出の受理・審査（小型焼却炉）
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大気汚染に係る特定施設等に係る届出状況

令和２年度
氏名等
変更届

承継届

ばい煙 4 0

一般粉じん 3 2

特定粉じん排出
等作業

ばい煙 0 0

粉じん 0 0

指定工場 0 0

7 2

大気汚染に係る特定施設等の設置状況

令和３年３月３１日現在

ボイラー 廃棄物焼却炉
ｶﾞｽタービン・
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関 その他 事業所数 堆積場等 事業所数 ばい煙 粉じん 事業所数 有害 1500L/h以上

40 2 2 0 25 4 1 1 5 4 0 0

9 0 10 0 11 2 1 0 1 1 0 0

3 0 2 0 4 47 10 0 0 0 0 0

23 0 2 7 16 30 9 0 8 3 0 1

18 0 3 6 13 76 12 0 0 0 0 0

93 2 19 13 69 159 33 1 14 8 0 1

大気汚染に係る特定施設等への立入検査等の状況

区分

種別

ばい煙

一般粉じん

特定粉じん
排出等作業

ばい煙

粉じん

指定工場

種別 設置届（申請） 構造等変更届(申請) 使用届 実施届 廃止届

大
防
法

1 0 0 6

8 0 0 2

5

県
条
例

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

合　計 9 0 0 5 8

　　　　　　　種
別

市町村名

大気汚染防止法 山梨県生活環境の保全に関する条例

ばい煙発生施設 一般粉じん発生施設 特定施設 指定工場

市川三郷町

富士川町

早川町

身延町

南部町

合　計

立入検査数 検体採取数 基準違反数 改善指導数 改善勧告数 改善命令数

大
防
法

12 3 0 0 0

4 0 0

0

6 0 0 0 0

0 0

県
条
例

1 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

合　計 24 3 0 0 0 0
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　②大気汚染状況の常時監視

SO2 CO SPM PM2.5 NO2 Ox NMHC WDWS

○ ○ ○ ○ ○

SO2：二酸化硫黄、CO：一酸化炭素、ＳＰＭ：浮遊粒子状物質、PM2.5：微小粒子状物質、NO2：二酸化窒素

OX：光化学オキシダント、NMHC：非メタン炭化水素、WDWS：風向風速

　③光化学スモッグ緊急時対策等

（　）内は前年度の状況

（２）水質保全

　①水質汚濁防止のための規制

　管内１箇所の測定局で、大気汚染状況について下記の測定項目を常時監視しており、県庁の大気水
質保全課に大気汚染物質濃度データが送られている。

大気汚染状況常時監視測定局の設置場所及び測定項目

局名 設置場所
測定項目

南部測定局 南巨摩郡南部町南部9103－3

(0) 0 (0) 0

　光化学オキシダント濃度が０．１２ppm以上で推移するときに、「光化学スモッグ注意報」が発令され、
町を通じて関係施設や住民に周知する。

光化学スモッグ注意報の発令日数等（令和２年度）

地域 注意報発令日数 予報発令日数 人的被害の届出数

(0) 

南アルプス 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

峡南南部 0

(0) 

        水質汚濁防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例に基づき、工場・事業場の排水規制を
     実施している。

合計 0 (0) 0 (0) 0

水質汚濁防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例に基づく規制

排水規制 水質汚濁防止法特定施設届出の受理・審査

（旅館、畜産、食品、クリーニング等）

地下水のモニタリング調査

条例特定施設届出受理審査

（石材加工、ビーフン又は即席めん製造、ゴルフ場、紙器製造）

条例指定工場の許可申請審査
（金属メッキ、ガラス製造、排水量3,000トン/日以上の工場等）

採水を伴う特定事業場への立入検査、指導等
（年間計画に基づく立入検査、苦情対応等）

採水を伴わない特定事業場への立入検査、指導等
（年間計画に基づく立入検査、苦情対応等）

緊急時対応 有害物質・油等の流出事故、魚類のへい死事故等
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水質汚濁に係る特定施設等に係る届出状況

令和２年度

水質汚濁に係る特定施設等の設置状況
令和３年３月３１日現在

市町村名

生

コ

ン

・

砂

利

ク

リ

ー

ニ

ン

グ

業

特

定

施

設

1 6 2

1 9 12 6

8 0 2 1

12 4 20 6

8 3 7 0

30 22 59 15

水質汚濁に係る特定施設等への立入検査等の実施状況

　②浄化槽関係

構造等変更届
(申請)

使用届 廃止届
氏名等変更

届
承継届

水質汚濁防止法 6 0 0 9 12 12

種別
設置届
（申請）

県　条
例

特定施設 0 0 0 0 0 0

指定工場 0 0 0 0 0 0

合　計 6 0 0 9 12 12

種別 水　　質　　汚　　濁　　防　　止　　法 山梨県生活環境の保全に関する条例

畜

産

関

係

食

品

関

係

メ

ッ
キ
・
表
面
処
理

旅

館

業

廃

棄

物

関

係

そ

の

他

合
　
　
　
計

有
害
物
質
貯
蔵
指
定
施
設

指

定

工

場

合
　
　
　
計

市川三郷町 0 7 4 8 1 18 45 2 4 6

富士川町 1 9 3 14 0 49 0 0 6

早川町 1 6 0 28 0 45 8 0 1

身延町 0 11 1 70 0 118 2 1 7

南部町 0 3 2 19 0 42 1 1 1

合　　計 2 36 10 139 1 299 13 6 21

区分
事業場数

立入
検査数

検体
採取数

基準
違反数

改善
指導数

改善
勧告数

改善
命令数種別

水質汚濁防止法 312 50 40 6 5 1 0

県 条 例
特定施設 15 0 0 0 0 0 0

指定工場 6 5 4 0 0 0 0

1 0

　浄化槽放流水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、設置者に対し法定検査の受検・保守点検・清掃
の徹底について指導を実施し、併せて放流水の水質検査を実施している。浄化槽法の改正により平成１３年４月
以降に浄化槽を設置する場合は、合併処理浄化槽の設置が義務づけられた。 また、浄化槽保守点検業の登録
及び立入検査を実施している。

合　　　　計 333 55 44 6 5
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浄化槽設置基数及び保守点検業者登録数

国の交付金制度による浄化槽設置状況

設置基数（累計）　 令和２年度設置数

218 0

277 0

309 1

1256 16

1567 24

88 0

110 0

（浄化槽設置整備事業）

令和２年度 浄化槽設置届出及び立入検査状況

届出件数 立入検査数 水質検査数 改善指導数

52 13 8 4

令和２年度 浄化槽保守点検業者の立入検査状況

登録業者数 立入検査数 改善指導数

15 3 0

　③地下水資源保護及び地盤沈下防止対策

地下水条例届出件数

6～50cm
2

50cm
2
～

市 川 三 郷 町 １１ （４） ２１　（５） ３２　（８）

富 士 川 町 ７　（４） １６　（２） ２３　（７）

早 川 町 ７　（４） ２　（１） ９　（４）

身 延 町 １４　（７） １３　（３） ２７　（７）

南 部 町 １２　（３） ８　（２） ２０　（３）

合 計 ５１　（２２） ６０　（１３） １１１　（２９）

　　　　　（　　　）　届出者数

吐出口断面積
合計

浄　化　槽　市　町　村
整　備　推　進　事　業

市川三郷町

身延町

　し尿と生活雑排水を併せて処理する合併処理浄化槽の整備促進を図るため、合併浄化槽設置費用の約４割
（社会的便益に相当する部分）を、国、県及び市町村で１／３ずつ助成する制度。
　令和元年度は市川三郷町、富士川町、早川町、身延町、南部町で実施した。

　平成２４年１２月２７日「山梨県地下水及び水源地域の保全に関する条例」が公布され、一定規模以上の揚水

設備（吐出口の断面積が６cm
2
超える）の設置は事前の届出が必要となる。また、吐出口の断面積が５０cm

2
を超

える設備を設置する場合は、地下水の涵養に関する計画の作成や採取量の報告を義務づけている。

令和３年３月３１日現在

浄 　化 　槽 　設 　置
整　　 備 　　事 　　業

市川三郷町

富士川町

早川町

身延町

南部町

計 7,489 15

令和３年３月３１日現在

区　　　　分 実施市町村

身延町 1,869 4

南部町 2,284 2

富士川町 1,656 3

早川町 544 1

令和３年３月３１日現在

市町村名 浄化槽設置基数 浄化槽保守点検登録業者数

市川三郷町 1,136 5

16



（３）土壌汚染対策　

土壌汚染対策法に基づく調査の施行状況

その他 法改正（平成22年3月31日）までに指定区域に指定された後、指定が解除された件数 　　　　0　（　0　）

※令和３年３月末現在

注　（　　）内の数値は、法施行日（平成１５年２月１５日）以降、令和３年３月末までの累計

第１４条 自主調査により基準を超過した土地の指定の申請件数 　　　　0　（　1　）

第１６条 汚染土壌の搬出時の届出の受理 　　　　0　（　1　）

第１２条

形質変更時要届出区域内における形質変更届出件数 　　　　0　（　1　）

経過措置による土地の形質変更についての届出件数 　　　　0　（　0　）

非常災害のための応急措置についての届出件数 　　　　0　（　0　）

第１１条

形質変更時要届出区域として指定した件数 　　　　0　（　1　）

形質変更時要届出区域として指定した土壌汚染が除去（全部）され全部解除した件数 　　　　0　（　1　）

形質変更時要届出区域として指定した土壌汚染が除去（一部）され一部解除した件数 　　　　0　（　0　）

第７条 措置命令の発出件数 　　　　0　（　0　）

第９条

土地の形質を変更しようとする届出件数（法第９条第１項） 　　　　0　（　0　）

指定時に既に着手されていた土地の形質変更についての届出件数（法第９条第２項） 　　　　0　（　0　）

非常災害のための応急措置についての届出件数（法第９条第３項） 　　　　0　（　0　）

法第５条調査の結果から指定区域として指定した件数 　　　　0　（　0　）

第６条

要措置区域として指定した件数 　　　　0　（　0　）

要措置区域として指定したが土壌汚染が除去（全部）され全部解除した件数 　　　　0　（　0　）

要措置区域として指定したが土壌汚染が除去（一部）され一部解除した件数 　　　　0　（　0　）

　　　　0　（　0　）

第５条

調査命令を発出した件数 0

土壌汚染状況調査の結果報告件数 　　　　0　（　0　）

土壌汚染状況調査を実施中の件数　　※ 　　　　0　（　0　）

法第５条２項に基づき知事が自ら調査した件数 　　　　0　（　0　）

第４条

一定の規模以上の土地の形質の変更届出の件数 　 　　56　（ 368 ）

調査命令を発出した件数 　　　　0　（　0　）

土壌汚染状況調査の結果報告件数 　　　　0　（　1　）

土壌汚染状況調査を実施中の件数　　※ 　　　　0　（　0　）

法第４条調査の結果から指定区域として指定した件数

法施行規則附則第２条の経過措置適用件数 　　　　0　（　0　）

その他（調査を実施するか、確認の手続きをするか検討中等）※ 　　　　0　（　0　）

法第３条調査の結果から指定区域として指定した件数 　　　　0　（　0　）

　　　　0　（　0　）

土壌汚染状況調査を実施中の件数　　※ 　　　　0　（　0　）

都道府県知事の確認により調査猶予がされた件数 　　　　0　（　11　）

上記確認の手続き中の件数　　※ 　　　　0　（　0　）

　工場跡地などの再開発に伴い、有害物質による土壌・地下水汚染の判明が急増しており、土壌汚染
による健康影響の懸念や対策の確立への社会的要請が強まっている状況を踏まえ、国民の健康を保
護するため、土壌汚染の状況の把握、土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措置等の土壌汚
染対策を実施する内容の「土壌汚染対策法」が平成１４年５月２９日に公布、平成１５年２月１５日に施
行された。

関係条 施行内容 件数

第３条

有害物質使用特定施設の使用が廃止された件数 　　　　0　（　8　）

上記のうち、施設設置者以外に土地の所有者がある場合
（通知件数）

　　　　0　（　4　）

土壌汚染状況調査の結果報告件数
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（４）ダイオキシン類対策

ダイオキシン類に係る特定施設等に係る届出状況

令和２年度

ダイオキシン類に係る特定施設等の設置状況

令和３年３月３１日現在

ダイオキシン類に係る特定施設等への立入検査等の状況

令和２年度

３　廃棄物対策事業

（１）廃棄物の適正処理推進

　①一般廃棄物関係

　廃棄物の適正処理を確保するため、産業廃棄物処理業の許可業務を行うとともに、不適正処理によ
り周辺地域の生活環境に影響が及ばないよう、排出事業者や処理業者に対し監視・指導を行ってい
る。

　住民や事業者は、製造、流通、消費、廃棄、処理の各段階において排出される廃棄物の減量に努め
る必要があることから、山梨県廃棄物総合計画に基づいて、住民、事業者及び行政が協力し、ごみの
発生抑制、循環的利用を推進している。また、一般廃棄物の処理について、市町村への技術的支援を
行うとともに、適正処理のための処理施設の整備等を推進している。

0

合　計 3 1 0 0 0 0

水質関係 0 0 0 0 0

改善命令数

大気関係 3 1 0 0 0 0

種別 立入検査数 採取検体数 基準違反数 改善指導数 改善勧告数

0

合　計 3 0 0 0 0 2

南部町 0 0 0 0 0

0

身延町 0 0 0 0 0 0

早川町 0 0 0 0 0

2

富士川町 0 0 0 0 0 0

市川三郷町 3 0 0 0 0

　　　　　　　種別

市町村名

大気関係 水質関係
事業所数

廃棄物焼却炉 アルミ溶解施設 その他
廃棄物焼却炉に係わる廃
ｶﾞｽ洗浄施設、湿式集じん
施設及び灰の貯留施設

その他

0

合　計 0 0 0 0 0 0

水質関係 0 0 0 0 0

承継届

大気関係 0 0 0 0 0 0

種別 設置届 構造等変更届 使用届 廃止届 氏名等変更届

　ダイオキシン類による環境汚染防止のため、廃棄物焼却等に対して、ダイオキシン類対策特別措置
法や廃棄物処理法に基づく規制を行っている。
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ア）　市町村

　一般廃棄物処理施設の設置状況（市町村） 　令和３年３月３１日現在

市町村名 ごみ焼却施設 粗大ごみ処理施設 リサイクルプラザ ごみ燃料化施設 埋立処分施設 し尿処理施設

富士川町 － － －

早川町 － － －

身延町 － － －

※中巨摩地区広域事務組合は、管外の処理施設。

施設数及び立入検査状況 令和２年度実績

種　　別 施設数 立入検査数 指導数 水質検査数 水質不適数

ごみ処理施設 1 1 0 0 0

し尿処理施設 2 2 2 2 0

イ）　民間

　一般廃棄物処理施設（民間） 令和３年３月３１日現在

焼却施設 し尿処理施設 破砕施設 堆肥化施設

施設数 0 0 4 1

施設数及び立入検査状況 令和２年度実績

種　　別 施設数 立入検査数 指導数
焼却灰・水質

検査数
焼却灰・水質

不適数

焼却施設 0 0 0 0 0

し尿処理施設 0 0 0 0 0

その他
（破砕施設等）

2 2 0 0 0

南部町 -

市川三郷町
（旧六郷町除

く）
※中巨摩地区
広域事務組合

－
三郡衛生組合

市川三郷町
(旧六郷町)

峡南衛生組合

－

－

峡南衛生組合

峡南衛生組合
南部支所

－ －

－

※中巨摩地区
広域事務組合

－ －

－ －
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②産業廃棄物関係

ア）産業廃棄物処理業許可及び立入検査数 令和３年３月３１日現在

許可事業者数 立入検査数 改善指導数

47 7 0

4 5 1

2 0 0

0 - -

53 12 1

8 4 2

- 73 30

※1産業廃棄物処理施設数・立入検査数は、下記の最終処分場を含む

　　 また、許可事業者数の8件は、許可等を受けた施設の数を記載している

※2　施設数 立入検査数 改善指導数

1 2 2

※１　設置の際、許可等が不要であったもの

イ）　行政処分

被命令者（種別）

A

※被命令者（種別）欄の入力は、次の記号とおり。
　　Ａ：産業廃棄物収集運搬業者
　　Ｂ：産業廃棄物処分業者
　　Ｃ：特別管理産業廃棄物収集運搬業者
　　Ｄ：特別管理産業廃棄物処分業者
　　Ｅ：産業廃棄物処理施設
　　Ｆ：産業廃棄物排出事業者
　　Ｇ：最終処分場（設置の際、許可等が不要であった施設）　

計

産業廃棄物処理施設※1

産業廃棄物排出事業者

種　　別

最終処分場　※1

特別管理産業廃棄物処分業者

　産業廃棄物は事業活動に伴って排出される汚泥、がれき類、動物のふん尿、木くず、金属くずなど２０種類が
指定されている。産業廃棄物に起因する周辺環境への影響を未然に防止するため、産業廃棄物の排出事業者
と処理業者に対し、適正に処理するよう監視、指導を行っている。なお、不法投棄される産業廃棄物の大半が建
設廃棄物であることから、家屋等の解体の際に生じる廃材等の処理については、マニフェスト制度に従って適正
に処理するよう解体業者に指導している。

種　　別

違反事由

廃棄物処理法第14条の3の2
第1項第2号に基づく許可取消

廃棄物処理法第14条第5項第2
号イに規定する法第7条第5項
第4号二に該当

産業廃棄物収集運搬業者

産業廃棄物処分業者

特別管理産業廃棄物収集運搬業者

行政処分の種類
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（２）リサイクルの推進

　①容器包装リサイクル

　②家電リサイクル

　③自動車リサイクル

業種別事業者数

解体業者

取引業者 1

立入検査数 0

※立入検査については、解体業と破砕業の更新時は必須。それ以外は必要に応じて実施。

　④建設リサイクル関係

建設リサイクル法に基づく立入検査数・指導数 令和２年度実績

6 3

※立入検査は、管轄建設事務所と合同で実施

2 0 2 0

　建設リサイクル法に基づいた適正な処理を監視、指導するため、峡南建設事務所、鰍沢労働基準監
督署と合同で全国一斉パトロールを実施している。

立入検査数 改善指導数うち非飛散性石綿
保有施設数

うち業務用冷凍空調
機器保有施設数

うち非飛散性石
綿保有施設数

うち業務用冷凍空調
機器保有施設数

37 6 0

1 1 0

　家庭ごみのうち大きな割合を占める容器包装廃棄物について、消費者、市町村、事業者が新しい役
割分担の下にリサイクルを推進し、埋立量の削減による処分場の延命化、資源物の有効利用を目的と
した容器包装リサイクル法が、平成１２年４月全部施行となった。峡南地域では、各町が分別収集計画
を策定し、リサイクルに取り組んでいる。

　エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機の家電４品目について、一般住民も処理費用を負担するなど、消費
者、小売業者、製造業者等の役割を定め、廃棄物の減量や循環的利用の推進を目的とした家電リサイ
クル法が平成１３年４月に本格施行された。今後もこのシステムの周知徹底を図るとともに、リサイクル
品として適正なルートで処理されるよう指導していく。なお、平成２１年４月１日からは、液晶テレビ、プラ
ズマテレビ及び衣類乾燥機が新たに対象品目に加わっている。

自動車製造業者を中心とした関連業者に適切な役割分担を義務づけ、使用済自動車のリサイクル・適
正処理を図ることを目的とした自動車リサイクル法が平成１７年１月１日から本格施行された。これによ
り、自動車所有者はリサイクル料金を負担し、県の登録、許可を受けた引取業者、フロン類回収業者、
解体業者、破砕業者が使用済自動車の処理を行い、国が認定した製造業者、輸入業者がリサイクル等
を行う。

　　　　　令和３年３月３１日現在

引取業者 フロン類回収業者 破砕業者
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４　温泉保護適正利用事業

源泉・利用施設及び許可件数

掘
削
等

動
力

利
用

掘
削
等

動
力

利
用

市川三郷町 2 3 0 0 0 身延町 22 37 0 0 0

富士川町 7 8 0 0 0 南部町 8 6 0 0 1

早川町 17 12 0 0 0 合計 56 66 0 0 1
※掘削等･･････掘削、増掘、採取許可、ガス濃度確認申請

源泉・利用施設立入検査数

５　その他

（１）公害等苦情対応

公害等苦情対応

大気 水質 廃棄物その他 合計

件数 1 4 0 1 5

※廃棄物の野外焼却は｢大気｣として計上（公害苦情調査　調査の手引き（公害等調整委員会事務局）による）

（２）廃棄物対策連絡協議会の運営

監視員　　パトロール状況

※不法投棄新規確認箇所数、確認量には、身延町内の個別事案の量も含まれている。

（３）環境放射能の定点調査

調査地点：西八代合同庁舎
調 査 日：毎月第３月曜日
調査結果：０．０５０～０．０７０μＳｖ／ｈの範囲

293 84 77 8

 　県内の空間放射線量率の把握のために、各林務環境事務所へＮａＩシンチレーション式
サーベイメータが１台づつ配備され、月に１回、一般環境中の空間放射線量率モニタリン
グ調査を実施している。

　環境課に苦情の申し入れがあった場合は、町と合同で対応している。苦情の内容は、
典型７公害にとどまらず、不法投棄、雑草の放置による火災の危険に至るまで様々なも
のがある。令和２年度の苦情処理件数は次のとおりだった。

　管内の町、県（林務環境事務所、建設事務所、警察署）、（社）産業廃棄物協会で構成
する峡南地域廃棄物対策連絡協議会で、廃棄物の適正処理の普及啓発及び不法投棄
防止パトロールを主な事業とし、環境保全、公衆衛生の向上に努めている。

監視延回数 不法投棄新規確認箇所数 不法投棄新規確認量（ｔ） 撤　去　量（ｔ）

利　 用
施設数

許可件数

源　　泉 利用施設

件　　数 3 57

市町村名 源泉数
利 　用
施設数

許可件数

市町村名 源泉数

　温泉の掘削や動力装置の設置等に関する指導、温泉利用の許可事務及び温泉施設から利用状況報
告等の提出を求め温泉資源の保護を図っている。

　令和３年３月３１日現在
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